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1．はじめに　

測定の不確かさに関する要求の発端は，1977年

の国際度量衡委員会において，測定結果の信頼性

の表現について国際的合意の欠如が指摘され，統

一的表現を定める活動が開始されたことにある。

従来，測定された結果の解析には誤差論による統

計的方法が用いられてきた。誤差は，「真の値」

の存在が根底にあるが，「真の値」は，そもそも

不可知であって誤差を表現できない。そこで，測

定された結果が，種々の要因によってばらつく度

合いを総合的に見積もる方法が提示され「不確か

さ：uncertainty」と呼ぶことになった。

1993年にISOから出版された「Guide to the

Expression of Uncertainty in Measurement」１）

（通称：GUM）は，「不確かさ」の概念を導入す

る際の指針である。この中で，「不確かさ」は

「測定の結果に付随した合理的に測定量に結び付

けられ得る値のばらつきを特徴づけるパラメー

タ」と定義し，ばらつきを「標準偏差」で表した

「標準不確かさ」をその指標としている。不確か

さの概念は，ISO/IEC17025「試験所及び校正機

関の能力に関する一般要求事項」２）では，試験

所に対して，測定の不確かさを推定する手順を持

ち適用することを求めている。

2．不確かさの概念及び不確かさ推定の手順

測定の目的は，不可知である「真の値」の代わ

りに母集団の平均値とその標準偏差を測定量とし

て知ることである。母集団の平均値及び標準偏差

は，無限個の測定データから得られる。しかし無

限回の測定は現実的でないので，何らかの方法で

これらを推定することになる。この推定された標

準偏差を「標準不確かさ」と呼ぶ。

測定の結果は，母集団から有限個をサンプリン

グして得られた測定量の値の近似値あるいは推定

値にすぎない。

測定の不確かさは，測定方法に含まれるばらつ

きの要因を抽出し，それらの個々の要因について

不確かさを推定して，それらを合成して得られる。

不確かさの推定方法には次の２種類のタイプがあ

る。ひとつは，Ａタイプの不確かさと呼ばれ，統

計的方法によって見積もる方法である。標準偏差

σの母集団からｎ個のサンプルを取り出したとき

の平均値の不確かさｕは，次式で表される。

ｕ＝σ/√ｎ

もうひとつは，Ｂタイプの不確かさといわれ，統

計的方法以外の方法，例えば利用可能な既存の技

術情報や経験等の見地によって見積もる方法である。

不確かさ推定のフローを図１に示す。数学モデ

ルｙは，通常は，測定量の定義式であり，入力量

や影響量ｘiの関数で表されている。合成不確か

さに信頼水準を表す包含係数をかけて拡張不確か
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さとし最終的な不確かさ結果となる。なお，包含

係数は一般的にk=2を採用する。これは信頼の水

準95%に相当する。

3．遮音試験方法の概要

JIS A 1416（実験室における建築部材の空気遮

断性能の測定方法）による音響透過損失測定は次

のような手順で行っている。

1）試験室

長い残響時間をもち十分な拡散音場を得られる

室とする。今回の測定は図２に示すタイプⅠ試験

室（残響室）で行った。

2）試験体

試験体は依頼者が施工することを基本とする。

試験室開口部に試験体を取り付け，試験室と試験

体の隙間は粘土でシールする。

3）試験準備

マイクロホンを所定の位置に並べ，ケーブルを

繋ぐ。計測器を起動させ，音響校正器でマイクロ

ホンの校正を行う。試験室内の温湿度を測定する。

4）試験行為

計測器で受音室側の残響時間を測定する。音源

室と受音室の音圧レベル差を測定し，透過吸音面

積の補正を行い音響透過損失の結果を算出する。

測定の時間系列に不確かさ要因を加

えたものを図３に示す。不確かさ要因

を①試験体，②残響室を含む測定シス

テム③試験環境④試験行為について検

討し，一覧にしたものを表１に示す。

温度，湿度，気圧などは影響量とし

て考慮した。マイクロホンやスピーカ

については附属書の内容を考慮する必

要があるが，ここでは設置位置や測定

者による反復測定を行った。測定機器
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図１　不確かさ推定のフロー

4．遮音試験における不確かさの要因



についてはメーカの校正証明書に記載された不確

かさを用いた。

試験体の設置位置については，ニッシェ効果に

よる不確かさを考慮した。今回の測定は，試験方

法の不確かさということで行ったため，試験体自

体のばらつき，四周処理の粘土詰め等は考慮しない。

5．試験体の選定

試験体の安定度，取付け条件，質量，共振，周

波数特性，音場(拡散性)などの諸条件を考慮して，

以下に示す試験体を選定した。

1）試験体Ａ：コンクリ－トパネル（図４）

コンクリート単体の厚さが200mmの壁体パネ
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ル。単一材料であることから質量則に沿って安定

した音響透過損失を示し，残響室の測定限界に近

い試験体である。

2）試験体Ｂ：間仕切りパネル

取付け位置（図５）を変化させた時の音響透過

損失への影響（ニッシェ効果）をみるために，軽

量で取扱が容易なものとした。

6．実験計画

試験体Ａ，Ｂを用いて，表２に示す実験計画を

組んだ。スピーカ位置は，図２に示すＳ１，Ｓ２，

Ｓ３の３箇所を移動。マイクロホン位置は，①～

⑤に固定。測定者は３名。取付け位置は，試験体

Ａについては通常の位置である230mm(音源室か

らの距離)のみ，試験体Ｂについては，測定者を

Ｈ1のみとしてニッシェ効果を見るために230mm

のほか，0mm，115mm， 300mmの位置とした。

これらの組み合わせについてランダムに各５回測

定したので，測定データ数は次のようになる。

試験体Ａ：１×３カ所(S)×３人(H)×５カ所

(M)×５回(n)＝225

試験体Ｂ：１×３カ所(S)×１人(H)×４(N)×

５カ所(M)×５回(n)＝300

7．測定データ

試験体Ａによる測定データを表３に示す。残響

時間については，表４に示す。また，試験体Ｂで

行ったニッシェ効果に関する測定結果を表５及び

図６に示す。ここには，500Hzのみを示している

が，測定は，100Hzから5000Hzまで行っている。
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8．遮音試験における不確かさの数学モデル

8.1 音響透過損失の定義式

音響透過損失は，次式で定義されている

ここに，Ｒ：音響透過損失(dB)

Ｌ1：音源室における室内平均音圧レベル(dB)

Ｌ2 ：受音室における室内平均音圧レベル(dB)

Ｓ：試験体の面積(m2)

Ａ：受音室の等価吸音面積(m2)

ここに，Ｖ：受音室の容積（ｍ3）

Ｔ：残響時間(sec)

ｃ：空気中の音速(m／ｓ)  

ｔ：空気の温度(℃)

(1)式に(2)及び(3)式を代入すると数学モデルは，

と表され，不確かさを伝播則によって次のように

表すことができる。

8.2 ニッシェ効果

ニッシェ効果については，試験体の位置をずら

して透過損失を測定し，設置位置と透過損失の関

係を回帰分析することによってニッシェ効果によ

る不確かさを求める。回帰式を次式で表す。
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この式の不確かさの伝播則は，次のように表される。

この式のｙは音響透過損失，ｘは試験体の設置位

置である。

8.3 測定システムの校正

音響校正器の出力音圧安定性の不確かさを ，

マイクロホンの誤差による不確かさを ，マイ

クロホン延長コードによる影響を とすると，

測定システムの伝播則は，次式で表される。

8.4 合成標準不確かさ

合成標準不確かさは，(5)，(7)，(8)式による伝

播則から次式で表される合成分散の平方根である。

9．要因別不確かさの見積もり

9.1 反復測定の不確かさ

1）音圧レベルの分散分析

因子として，スピーカ位置，測定者，マイクロ

ホン位置を採り，それぞれ水準数を３，３，５と

してランダムに繰り返し５回の測定を行い，表３

のデータを用いて三元配置法による分散分析２）

を行った結果を表６に示す。測定者の分散成分は

マイクロホン位置，スピーカー位置と比べると非

常に小さくなったため誤差項に含めることとし

た。測定者及び交互作用をすべて誤差項にプーリ

ング（交互作用がないと判断される場合，例えば

そのF値の上側確率が 0.05よりも大きく危険率5%

で効果による反応の差はないと判断されるような

場合，交互作用の項を除去し，それを残差に組み

込むこと）した音源側の結果を表７に，受音側の

結果を表８に示す。分散の期待値から各因子の標

準分散σi
2を求める。さらに，スピーカ位置３，

マイクロホン位置５，測定回数15の平均値の標準

分散を求めて合成し，平方根をとって標準不確か

さを求める。
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同様に受音側では，次の結果が得られる。

2）空気温度の影響

(5)式の第４項について検討する。試験室内の

年間の気温変動は，経験的に５℃から35℃とする

と，平均温度が20℃，変動幅が±15℃となる。正

弦波の変動とするとU字分布になり標準偏差は次

のようになる。

感度係数は，(4)式の第５項を偏微分することで

得られる。

(12)式と(13)式の結果から温度変化による不確か

さを求める。

3）残響時間

(5)式の第５項について検討する。被験者３名

による反復繰り返し測定の表４のデータから標準

偏差0.0456を得た。このときの平均残響時間は，

11.16secである。感度係数は，(4)式の第６項を偏

微分することで得られる。

9.2 ニッシェ効果による不確かさ

(6)式を偏微分し，(7)式を置き換えると，

表５のデータを用いて，試験体設置位置と音響

透過損失の関係を回帰分析する。

試験体の取付け位置は，試験体両側のニッシェ

比を２：１になるように設置する事となってい

る。当試験室の場合，試験体取付け部分の幅が

700mmであり，ほぼ230mmの位置に設置するこ

とにしている。ここで，通常の試験体設置位置を

ニッシェの230mmとし，x＝230mm，測定した４

種類のニッシェ位置の平均はXｍ＝161.25mmであ

る。ニッシェ効果の回帰分析結果（表９及び図７）

から，βは分散分析表の傾きの係数，u(β)は標
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準誤差から求められ，それぞれ -0.00535と0.000544

である。

ｕ2(ym)は，ｙの平均の分散であるから残差（回

帰式からのデータのばらつき）の分散をデータの

個数で割ったもので次のようになる。

試験体の取付位置のばらつきを±10mmとし，

矩形分布を想定すると，設置位置のばらつきは次

のとおりである。

これらの数値を(16)式に代入すると，

このu(y)は，ニッシェ効果による不確かさuniche

である。

9.3 計測システムの不確かさ

1）音響校正器の不確かさは，校正証明書から

出力音圧安定性が±0.1dBと示されているので，

出力音圧安定性が一様分布すると考えると

が得られる。

2）マイクロホンの不確かさは，校正証明書か

ら誤差が-0.02dBであるから，これも一様分布と

考えて，

マイクロホンケーブルが長くなるほど測定でき

る音圧感度が低くなり，高い周波数に影響を及ぼ

すことが知られているが，通常の実験室における

測定音圧レベル及び測定周波数の範囲ではケーブ

ルの長さによる不確かさは無視できる。

3）計測システムによる不確かさ は，

となる。

10．合成標準不確かさ及び拡張不確かさの算定

合成標準不確かさ　　は (9)式より，
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以上の結果を，表10のバジェットシートにま

とめる。また，周波数別に求めた拡張不確かさを

図８に示す。

11．まとめ

ＩＳＯ文書「不確かさの表現ガイド（GUM）」

に基づいて，遮音試験における不確かさの推定を

試みた。遮音試験における不確かさの要因を抽出

し，要因分析に必要な実験計画を立て，測定可能

なものについて測定を行った。低周波域で1.5～

2.6dB，中間域では0.5dB程度，高周波域では増加

傾向にあり１dB強の数値が得られた。低周波域

ではスピーカーの位置よる不確かさ要因，高周波

域ではマイクロホンの位置による不確かさ要因が

大きく出た。室内音圧レベル測定の不確かさに大

きく依存しており，特に160Hzにおいて2.6dBと

いう他の周波数と比べると高い不確かさがでた。

この試験室の特有の要因が絡んでいる可能性があ

るとして，旧来使用している他の残響室でも試験

体１つについて繰り返しの同様の試験を行った

が，やはり160Hzで不確かさが大きくなった。２

つの試験室の平均自由路程を算出すると160Hzの

２波長分の距離となる。当試験所の残響室におい

て160Hzの周波数で不確かさが大きくなる要因の

一つに平均自由路程が関係している可能性があ

る。この平均自由路程が関係しているかについて

は，これから他の試験機関や研究所の残響室でも

同様の試験を行わないと断定は出来ない。

測定者による測定値の違いは，マイクロホン位

置，スピーカ位置の要因と比べると非常に小さか

った。これはマイクロホンの設置位置ごとの音圧

の差やスピーカー位置による室内の音圧レベル差

が大きかった事による。室内平均でみるとそれほ

ど違いは見られないが，個々のマイクロホンで見

るとばらつきが大きくなるのが原因となった。

今回の不確かさ算出では，試験方法の不確かさ
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の検討と言うことで，試験体自体の不確かさは考

慮に入れていない。ユーザー（消費者）サイドか

ら見ると，サッシやドア等の商品自体の施工状態，

試験体の養生日数等の不確かさ要因についても，

検討する必要があると思われる。しかし，この試

験体自体の不確かさを算出するのは非常に困難で

ある。例えばサッシを例にすると，試験の際には

障子の調整の仕方，試験体四周の粘土詰め，試験

体枠のコンクリートの詰め方等，不確かさ要因が

あまりにも多すぎて，試験体自体の不確かさを算

出するのは容易ではない。今までの経験から言う

と，サッシの場合は取り付け調整の仕方で性能に

大きな違いが出るので，調整のみの不確かさを求

めれば他の要因は無視できると思われる。手間を

減らすために調整のみの不確かさを算出すれば可

能かもしれないが，この調整のみの不確かさを算

出するにも試験体毎にやるとなると時間とコスト

が膨大にかかってしまう。このあたりを今後どう

するかも大きな課題である。

なお，遮音試験における不確かさの要因は，こ

こで取り上げた要因のほかにも考えられる。今回

は特定の残響室に限定して不確かさの算定を試み

たが，残響室の形状の違いによる影響については，

他の試験機関等を含めた同一試験体の持ち回り試

験（ラウンドロビンテスト）を必要とするなど今

後の課題である。
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